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家の形、また民主主義がどのような形をとっ
ていくのかに大きな影響を与えます。 
中国のように日本の市民社会も大きな課題
が残されました。例えば、市民社会と呼ばれ
ている領域は、日本ではとくに存在感が薄い」、
「共通に NPO であるという認識はほとんど
存在していなかったと指摘されてきました。
また、市民社会の主体としての NPO セクタ
ーが本来の「事業」（サービス供給）と「運
動」（社会変革）の両輪のうちの後者をどこ
かに置き去りにしてしまっているのではない
かという危惧感を持っていると、多くの研究
者から指摘されました。 
このような日中両国の市民社会の進展を受
けて、市民社会レベルの交流と対話は、どの
ように展開されてきましたか、まず学術レベ
ルでは、日本では私が知っている限りでは、
４冊の代表的な中国のＮＰＯに関する著書が
出版されました。日本と対照的に中国では、
いままでたった一冊の日本のＮＰＯに関する
著書が出版されました。結論から言えば、日
本でも中国でもお互いの市民社会に関する研
究が決定的に不足している。次に実践レベル
では、近年若干動きが出てきました。例えば、
古くからですけれども、ODAプロジェクトを
通じた日本の NGO の中国への進出、日本の
自然学校運動が中国社会への影響、また、日
本の公益法人制度の改革と中国の慈善法立法
への影響ですね、例えば、中国の慈善法のな
かで、認定制度の認定ということばは、日本
の公益法人制度から影響を受けた、とわれま
す。さらにまた、これも中国で大きな出来事
ですけれども、毎年中国の民政部、中央政府
が主催した、中国公益慈善項目展示会におけ
る日中市民社会間の交流・対話もこの 2年間
続いている。 
最後に、前に述べたことを踏まえて、市民
社会を通じた日中関係の再構築の可能性につ
いて、簡単にのべさせていただきます。市民
社会の機能については、「サービスの提供」、
「価値の擁護」、「問題の発見と提言」およ
び「ソーシャル・キャピタル／コミュニティ
形成」が、アメリカの Salamon先生が指摘さ
れています。これから、日中両国は民間レベ
ルで、市民活動の経験と手法など、あるいは
民主主義と市民社会の関係等について、この
分野について交流と対話を展開すれば、日中
両国の相互理解、相互信頼の再構築に必ず役
に立つと思います。もちろん、この目標を達
成するためには、これまでより、学術レベル
と実践レベルの交流と対話を強化すべきと思
います。以上で報告を終わらせていただきま
す。 
